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の機能状況が確認できるのであれば、1回/２週以上となっている保守点検頻度を 1回/月以

上には緩和できる可能性があるものと考えられた。これらのことから、本検討では流量調

整槽が前置された生物膜法の浄化槽を対象として遠隔監視に関する検討を行うこととした。

以下に流量調整槽が前置された中・大型浄化槽の保守点検の実施事項を図-1に示す。 
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-1

流
量
調
整
槽
が
前
置
さ
れ
た
浄
化
槽
に
お
け
る
保
守
点
検
と
頻
度
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6-3-4 遠隔監視により保守点検頻度の緩和が可能となる浄化槽の条件の検討 

 検討対象とした流量調整槽が前置された生物膜法の浄化槽について、該当する既設の構

造例示型及び性能評価型の浄化槽について、遠隔監視により保守点検頻度を１回/月とする

ことが構造上可能であるかについて検討した。 

その結果、上記の浄化槽については汚泥処理設備の汚泥貯留量は２週間分程度で設計さ

れている場合が多いこと、清掃の際には保守点検担当者が立会っている場合が多いこと、

前処理設備に設けられている自動式スクリーンから発生するし渣がし渣かごに蓄積される

設計となっているものは、し渣かごのし渣貯留能力が１か月分に満たないものが多いこと

が明らかとなった。また、性能評価型のなかには構造例示型と同様に汚泥貯留設備が処理

フローの系外に配置されたもの型式があり、このようなものについては、１か月に１回の

保守点検で性能維持が可能であるか実証実験で確認することが望ましいものと考えられた。 

これらのことから、遠隔監視により保守点検頻度の緩和が可能となる浄化槽の条件とし

ては、以下の条件を満たしている必要がある。①構造例示型で流量調整槽が前置され、汚

泥処理設備の汚泥貯留能力が１か月分以上となっている浄化槽、②性能評価型で構造例示

型と同様に流量調整槽が前置され、余剰汚泥の貯留処理設備の汚泥貯留能力が１か月分以

上となっている浄化槽、③自動式スクリーンのし渣がし渣かごに蓄積されるものについて

は、し渣かごのし渣貯留能力が 1 か月分以上である浄化槽 

※構造例示型と同様に汚泥貯留設備が処理フローの系外に配置されたもの以外は、１か

月に１回の保守点検で性能維持が可能であるか実証実験で確認することが望ましい。 

 

6-3-5 遠隔監視で必要となる遠隔監視項目とそのアウトプット 

(1) 検討した監視項目 

 遠隔監視すべき項目か、保点回数を軽減できるか、その他対応するセンサ、必要な計測頻度、

計測表値示の必要性と方解法析、警報出力の必要性(第 2 回 WG 資料 5)を、カメラによる遠隔監

視及び実用性も考慮して検討を行った。 

以下に監視対象とした設備・単位装置の点検項目を示す。 

１)汚泥処理設備 

・汚泥濃縮貯留槽 

①スカム厚・堆積汚泥厚、②水位、③脱離液の状況、④撹拌装置の状況 

・汚泥濃縮槽・汚泥貯留槽 

①スカム厚・堆積汚泥厚、②水位、③脱離液の状況、④撹拌装置の状況 

２)前処理設備 

①し渣量、②スクリーンの閉塞の状況、③沈砂槽や水路の堆積物の状況 

３)調整槽(機器の作動時状況を除く) 

①水位、②フロートスイッチ・ケーブルの付着物、③撹拌・堆積汚泥の状況、 

④脱離液、⑤移送水量 
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(2) 遠隔監視で最低限必要となる遠隔監視項目とそのアウトプット 

 対象とした浄化槽で最低限必要な遠隔監視項目を絞り込み、監視する事項及び計測結果

のアウトプットの方法を取りまとめた。また、実用化に向け、浄化槽管理士に対する遠隔

技術の伝承の必要性等、関連する課題等についても検討し、「浄化槽の遠隔監視技術を活用

した管理の高度化等に関する検討会提言(遠隔監視により保守点検頻度を緩和できる浄化槽

と実用化について)」として取りまとめた。以下にこれを示す。 

 

浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討会提言 

 

【遠隔監視により保守点検頻度を緩和できる浄化槽と実用化について】 

 

1-1 はじめに 

 近年は、様々な業務において IT や IoT の技術を取り入れ、業務の効率化や業務の信頼性

の向上を目指すことが求められている。浄化槽維持管理においても業務の効率化及び信頼

性の向上を目指し、早急に実現可能な IoT 技術を取り入れた浄化槽システムとして遠隔監

視システムを搭載した浄化槽の維持管理を含む検討を行った。 

 

 遠隔監視の導入による保守点検頻度の軽減について 

 遠隔監視を導入することで、現場の点検作業を行わなくても遠隔地から機器類の稼働や

処理機能を一部が確認できるため、浄化槽管理士の移動時間を軽減できる効果が期待でき

る。一方、遠隔監視システムで異常やトラブルが確認された場合には、想定した頻度に係

わらず現場へ行き、随時、迅速に対応することは必要となるが、現在の浄化槽において、

一次処理装置に沈殿分離槽が設けられた浄化槽の保守点検頻度に対し、流量調整槽が設け

られた浄化槽の保守点検頻度は高く、流量調整槽が設けられている浄化槽に遠隔監視シス

テムを搭載することにより、保守点検の効率化が期待される。 

 そこで、流量調整槽が前置された浄化槽を対象として、遠隔監視システムのコスト及び

そのシステムを使った保守点検の費用対効果を念頭に、実現可能な遠隔監視システムの必

要条件等について検討を行った。 

 

1-2 遠隔監視導入により保守点検頻度が軽減できる浄化槽 

 既設浄化槽の稼働状況から検討した結果、沈殿槽を用いる活性汚泥法の浄化槽は、ばっ

気槽の DO 及び MLSS 濃度の調整、沈殿槽の汚泥管理の実情から保守点検頻度を１か月に

１回程度に緩和することは困難であると考えられ、遠隔監視による保守点検頻度緩和の対

象外であると判断した。一方、流量調整槽が前置された生物膜法による浄化槽は、保守点

検の実状から遠隔監視の内容及び汚泥の貯留能力等によっては、おおよそ 1 か月に 1 回程
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度の保守点検で処理機能の維持が可能であると考えられたことから、遠隔監視による保守

点検頻度の軽減ができる対象は、流量調整槽が前置された生物膜法による浄化槽とした。 

 

1-3 遠隔監視により保守点検頻度の緩和が可能な浄化槽の保守点検頻度 

   既設浄化槽の運転状況から、流量調整槽が前置されている生物膜法の構造例示型浄化槽

は、沈殿分離のタイプに比べて自動スクリーン装置、汚水移送ポンプ及び計量装置などの

機器設備が付加され、二次処理への移送量を適宜行う必要がある。このような実態から最

低でも１か月に１回の保守点検が必要であると考えられた。また、この保守点検頻度では、

いくつかの課題(1-5)があるものの、遠隔監視による保守点検頻度は少なくとも 1 か月に 1

回で実施されるものとし、その場合に最低限必要となる遠隔監視項目を検討した。 

 

1-4 遠隔監視項目の検討の基本的な方針 

 遠隔監視を行った場合の保守点検頻度及び監視項目についての基本的な方針は、以下に

示すとおりとした。 

【遠隔監視した浄化槽の保守点検頻度】 １か月に１回 

【遠隔監視する項目】流量調整のタイプが沈殿分離のタイプと構造が異なる部分等の保守

点検が１か月の１回で処理機能の維持が可能な最低限の項目 

※ 遠隔監視システムで異常やトラブルが確認された場合には、想定した頻度に係わらず現

場へ行き、随時、迅速に対応することは必要 

 

1-5 遠隔監視の導入に課題がある生物膜法の浄化槽 

①流量調整槽が前置され、汚泥処理設備の汚泥貯留能力(清掃頻度)が２週間分であるものが

ほとんどであった。また、清掃作業は、浄化槽管理士により清掃作業前後の確認等及び清

掃作業の立会いが行われている場合がほとんどである。 

②自動式スクリーンのし渣がし渣かごに蓄積されるものについては、し渣かごのし渣貯留

能力が低いものがほとんどである。 

 

※保守点検頻度緩和のためには１か月以上分の貯留能力として設計されていることを条件

とする必要がある。 

 

1-6 検討対象とした浄化槽 

①構造例示型で流量調整槽が前置され、汚泥処理設備の汚泥貯留能力が１か月分以上とな

っている浄化槽 

②性能評価型で構造例示型と同様に流量調整槽が前置され、余剰汚泥の貯留処理設備の汚

泥貯留能力が１か月分以上となっている浄化槽 

③自動式スクリーンのし渣がし渣かごに蓄積されるものについては、し渣かごのし渣貯留
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能力が 1 か月分以上である浄化槽 

 ただし、構造例示型と同様に汚泥貯留設備が処理フローの系外に配置されたもの以外は、

１か月に１回の保守点検で性能維持が可能であるか実証実験で確認することが望ましい。 

 

1-7 遠隔監視システムの技術水準の確保 

 浄化槽に搭載する遠隔監視システムは一定以上の技術水準が満たされていないと実質的

に保守点検頻度の軽減を実現できないため、システムが一定以上の水準にあるかチェック

する制度が求められる。 

 

1-8 遠隔監視装置についての WG の提案 

ＷＧでの検討の結果、遠隔監視技術を用いた流量調整槽を有する大型浄化槽のうち、1-6

①から③に示す項目及び、異常等の確認時に迅速な対応をとる体制がある等、環境省で定

める浄化槽の保守点検の期間を緩和するための条件をみたすものについては、保守点検の

緩和は技術的に可能である、との結論を得た。 

 

1-9 遠隔監視で最低限必要となる遠隔監視項目とそのアウトプット 

 対象とした浄化槽で最低限必要な遠隔監視項目と監視する事項及び計測結果のアウトプ

ットの方法を下表に示す。 
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最
低
限
必
要
と
な
る
遠
隔
監
視
項
目
と
そ
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

※
遠
隔
監
視
に
よ
る
最
低
限
の
計
測
周
期
は
1
0
分
に
1
回
と
す
る
(ポ
ン
プ
・
ブ
ロ
ワ
の
過
負
荷
・
漏
電
等
の
遠
隔
監
視
は
オ
プ
シ
ョ
ン
と
す
る
)。

遠
隔
監
視
す
る
事
項
及
び
対
象
な
る
箇
所

条
件
の
有
無

監
視
事
項

:計
測
方
法
の
例

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

　
前
処
理
設
備

し
渣
か
ご
の

し
渣
量

※
し
渣
か
ご
の

し
渣
貯
留
量
が

１
か
月
分
以
下

の
場
合

し
渣
量
は
流
入
状
況
に
よ
っ
て
変
動

し
、
常
に
一
定
量
の
し
渣
が
堆
積
す
る

と
の
考
え
る
の
は
危
険
で
あ
り
、
し
渣

の
貯
留
量
を
監
視
で
き
る
よ
う
に
す

る
。

・
し
渣
か
ご
の
重
量
を
ロ
ー
ド
セ
ル
で

計
測
し
て
出
力

・
し
渣
か
ご
の
上
端
よ
り
上
に
光
電
セ

ン
サ
で
警
報
出
力

・
超
音
波
距
離
セ
ン
サ
で
し
渣
の
上
端

と
セ
ン
サ
ま
で
の
距
離
を
出
力

・
現
在
値
の
表
示
と
経
時
変
化
グ
ラ
フ
の
表
示

・
閾
値
を
超
え
た
場
合
に
警
報
メ
ー
ル
を
通
知

　
前
処
理
設
備

閉
塞
の
状
況
及
び

稼
働
の
状
況

自
動
式
ス
ク
リ
ー
ン

(
自
動
荒
目
ス
ク

リ
ー
ン
)

(
自
動
微
細
目
ス
ク

リ
ー
ン
)

・
自
動
式
ス
ク
リ
ー
ン
は
、
故
障
時
の

警
報
出
力
で
保
守
回
数
を
軽
減
で
き
る

の
で
、
漏
電
/
過
負
荷
の
警
報
出
し
が
必

要
で
あ
る
。

・
し
渣
の
増
加
量
が
一
定
で
あ
る
と
は

限
ら
な
い
た
め
、
し
渣
の
増
加
に
よ
る

ス
ク
リ
ー
ン
の
目
詰
ま
り
等
の
監
視
は

必
要
で
あ
る
。
目
詰
ま
り
に
よ
る
、
ス

ク
リ
ー
ン
手
前
の
水
位
上
昇
を
遠
隔
監

視
す
る
。

・
自
動
式
ス
ク
リ
ー
ン
の
過
負
荷
・
漏

電
の
警
報
を
出
力

・
ス
ク
リ
ー
ン
手
前
の
水
位
を
セ
ン
サ

で
計
測
し
て
出
力

・
過
負
荷
/
漏
電
の
発
生
時
に
警
報
メ
ー
ル
通
知

・
ス
ク
リ
ー
ン
手
前
の
水
位
の
現
在
値
の
表
示
及

び
経
時
変
化
グ
ラ
フ
を
表
示

　
前
処
理
設
備

堆
積
物
の
状
況

排
砂
槽
・
水
路

※
ば
っ
気
沈
砂

槽
が
あ
る
場
合

ば
っ
気
沈
砂
槽
か
ら
排
砂
装
置
に
て
沈

殿
物
の
除
去
が
必
要
で
あ
り
、
排
砂
を

手
動
で
行
う
も
の
は
保
守
点
検
回
数
の

緩
和
は
困
難
で
あ
る
が
、
自
動
で
排
砂

で
き
る
も
の
は
排
砂
況
を
遠
隔
監
視
す

る
。

ば
っ
気
沈
砂
槽
が
自
動
で
あ
る
場
合

・
排
砂
用
エ
ア
リ
フ
ト
ポ
ン
プ
の
風
量

を
計
測
出
力

・
排
砂
槽
の
砂
の
堆
積
量
を
計
測
し
出

力

・
現
在
値
の
表
示
と
、
経
時
変
化
グ
ラ
フ
の
表
示

・
排
砂
用
エ
ア
リ
フ
ト
ポ
ン
プ
の
風
量
が
閾
値
よ

り
低
下
し
た
場
合
に
警
報
メ
ー
ル
を
通
知

・
排
砂
槽
の
砂
の
量
が
閾
値
よ
り
上
昇
し
た
場
合

に
警
報
メ
ー
ル
を
通
知

　
流
量
調
整
槽

水
位
及
び

稼
働
の
状
況

槽
内
・
フ
ロ
ー
ト
ス

イ
ッ
チ
の
稼
働

フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
と
水
位
セ
ン
サ
ー

の
両
方
で
警
報
水
位
に
達
し
た
か
を
検

知
し
て
警
報
出
し
を
O
R
条
件
と
し
て
お

け
ば
、
フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
の
断
線
等

の
異
常
を
検
知
で
き
る
。
水
位
の
挙
動

か
ら
不
明
水
の
有
無
等
も
監
視
で
き

る
。
水
位
は
ア
ナ
ロ
グ
信
号
と
し
て
出

力
す
る
。

・
水
位
を
計
測
(
誤
差
±
1
0
c
m
ま
で
)
し

て
出
力

・
フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
の
作
動
を
記
録

し
出
力

・
現
在
の
水
位
及
び
経
時
変
化
グ
ラ
フ
の
表
示

・
警
報
水
位
を
超
え
た
場
合
に
警
報
メ
ー
ル
を
通

知
（
水
位
の
計
測
値
か
ら
警
報
出
し
）

・
フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
の
O
N
/
O
F
F
及
び
高
水
位
と

な
っ
て
い
た
時
間
を
表
示

前 処 理 設 備 流 量 調 整 槽
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２ その他 

【浄化槽管理士の技能向上】 

 今後は、浄化槽管理士に遠隔監視対応技能向上を求めるとともに、浄化槽法改正に伴う

浄化槽管理士に対する講習会において、遠隔監視システムに関する内容の追加や浄化槽メ

ーカーによる積極的な説明会の開催等、浄化槽管理士の技能向上の機会を設ける。 

 

【用いるセンサ等】 

 センサには、これまでに浄化槽等で用いられていないセンサや現在市販されていないセ

ンサでもモニタリング対象の事象が確認でき、実用的な精度・耐久性等のがあるものを用

いても構わない(センサの原理計測や間接的なセンシング法(代替項目)であるかも問わない)。 

また、今後、放流水質のモニタリング等の監視項目を付加することによる保守点検精度

の向上を図ることを期待する。 

 

【遠隔監視システムの設置者、所有者、管理者】 

遠隔監視システムは浄化槽メーカーが浄化槽に組み込んで設置される。 

遠隔監視システムの設置者、所有者、管理者は設置・運用条件により種々考えられるが、

例えば以下の場合がある。 

 

遠隔監視システムがクラウド監視の場合 

・遠隔監視通信機の所有者：浄化槽管理者 

・遠隔監視の通信・サーバー・ソフト：遠隔監視クラウドサービス会社の商材 

・遠隔監視クラウドサービス会社との契約相手：浄化槽管理者、保守点検企業、商社、浄

化槽メーカー等 

※ 最終的な費用負担は浄化槽管理者であることが一般的 

 

遠隔監視システムがオンプレミスの場合(遠隔監視システムを浄化槽管理者が購入・設置・

運用する場合) 

・遠隔監視通信機の所有者：浄化槽管理者 

・遠隔監視の通信費負担：浄化槽管理者 

・遠隔監視のサーバー・ソフトの所有者：浄化槽管理者 

・遠隔監視のサーバー管理費・ソフト修正費の負担：浄化槽管理者 
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７．令和２年度浄化槽リノベーション検討会 

 

7-1 はじめに 

本業務で実施する災害時の浄化槽の広域的な復旧状況体制作りのための検討、浄化槽台

帳システムの作成及び普及展開に向けた検討、浄化槽に関するデータ活用による管理の高

度化及び効率化等に関する検討はいずれも専門性が高く、かつ浄化槽関連業界・団体に関連

した事項である。そこで有識者の意見を収集して各業務に反映し、より効果的な検討を行う

ことを目的に検討会を実施した。 

 

7-2 検討会の委員構成と実施状況 

 検討会の構成委員を表 7-1 に示す。委員は、浄化槽に係る学識経験者、浄化槽業界団体か

ら構成されている。また、検討会の開催回数は４回とし、以下の日程で開催した。開催場所

は（公財）日本環境整備教育センター及び Web 会議とした。また、各検討会の議事録は別

添資料に示した。 

   第１回：令和２年 10 月 19 日（月） 13:30～16:30 

   第２回：令和２年 11 月 19 日（木） 13:30～16:30 

第３回：令和２年 12 月 16 日（水） 13:30～16:30 

   第４回：令和３年 ２月 24 日（水） 13:30～16:30 

 

表 7-1 検討会の委員 

 氏名 勤務先・役職 

委員長 河村 清史 元 埼玉大学大学院理工学研究科 教授 

委員 岩堀 恵祐 宮城大学 名誉教授 

委員 木曽 祥秋 豊橋技術科学大学 名誉教授 

委員 小川  浩 常葉大学 名誉教授 

委員 蛯江 美孝 
国立研究開発法人国立環境研究所資源循環・廃棄物研究 

センター 国際廃棄物管理技術研究室 主任研究員 

委員 山崎 宏史 東洋大学理工学部都市環境デザイン学科 准教授 

委員 後藤 雅司 一般社団法人浄化槽システム協会 技術委員長 

委員 髙橋 康浩 全国浄化槽推進市町村協議会 事務局長 

委員 石井  栄 一般社団法人日本環境保全協会 副会長 

委員 宮原 靖明 全国環境整備事業協同組合連合会 専務理事 

委員 河野 正美 全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会 常任理事 

委員 髙橋 静雄 一般社団法人全国浄化槽団体連合会 専務理事 

委員 髙野 三津敏 特定非営利活動法人浄化槽ナビゲータ認証機構  理事 
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7-3 第１回検討会の議事次第 

 第１回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 

 

＜議事次第＞ 

Ⅰ. 教育センター理事長挨拶 

Ⅱ．環境省挨拶 

Ⅲ．委員の紹介 

Ⅳ．議 事 

１．検討会の趣旨説明＜資料１＞ 

２．業務の実施方針・実施計画及び進捗状況について 

＜資料２、資料３、資料４、資料５＞ 

  （１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討＜資料２、資料３＞ 

   （２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

＜資料２、資料４、資料６＞ 

    （３）浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

＜資料２、資料５＞ 

３．今後のスケジュールについて＜資料６＞ 

 

＜配布資料＞ 

資料１ 令和２年度浄化槽リノベーション検討業務 仕様書（抜粋） 

資料２ 令和２年度浄化槽リノベーション検討業務 検討会実施計画 

資料３ 災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

資料３-１ ＷＧ実施計画 

資料３-２ 災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討について 

資料４ 浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

資料５  浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

   資料５-１ ＷＧ実施計画 

資料５-２ 浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化に関する検討の進捗 

状況 

資料６ 令和２年度浄化槽リノベーション検討業務 実施スケジュール 

参考資料１ 災害時の浄化槽被害等対策マニュアル 第２版 

参考資料２ 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル 第２版 

 

7-4 第２回検討会の議事次第 

 第２回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 
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＜議事次第＞ 

Ⅰ．環境省挨拶 

Ⅱ．議 事 

１．第１回検討会議事録案について ＜資料１＞ 

２．業務の実施状況について 

（１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

ヒアリング調査結果＜資料２-１＞ 

災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討の経過＜資料２-２＞ 

災害対策等に有効な情報の活用に関する検討の経過＜資料２-３＞ 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

＜資料３-１、３-２、３-３、参考資料１、参考資料２＞ 

（３）浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

保守点検記録等のデータの活用手法と活用に関する検討の経過＜資料４-１、４-２＞ 

遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討状況及び適用可能性に関する

検討状況＜資料４-３、４-４＞ 

 

＜配布資料＞ 

資料１ 第１回検討会議事録案 

（１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

資料２-１ ヒアリング調査結果の概要 

資料２-２ マニュアル素案のたたき台 

資料２-３ GIS を活用した災害推計の手引き及び災害予防への活用（案） 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

資料３-１ 浄化槽台帳システムの作成状況 

資料３-２ ヒアリング調査から抽出された課題及び対応方法 

資料３-３ 「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル」の改訂内容 

参考資料１ 浄化槽台帳システムプロジェクト機能要件定義書 

参考資料２ 浄化槽台帳システムに関するヒアリング結果 

（３）浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

資料４-１ 保守点検記録等のデータ活用に関する第 2 回 WG での検討事項 

資料４-２ 保守点検記録等のデータ活用に関する今後の検討方針について 

資料４-３ 遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討第２回 WG での検討 

     事項 

資料４-４ 遠隔監視技術を活用した前処理設備、流量調整槽等に関する検討中の事項に 

ついて 
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7-5 第３回検討会の議事次第 

 第３回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 

 

＜議事次第＞ 

Ⅰ．環境省挨拶 

Ⅱ．議 事 

１．第２回検討会議事録案について           ＜資料１＞ 

２．業務の実施状況について 

  （１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討について 

災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討結果 

＜資料２-１～２-５＞ 

災害対策等に有効な情報の活用に関する検討結果＜資料２-１、２-６＞ 

   （２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討について 

浄化槽台帳システムの作成状況＜資料３-１＞ 

浄化槽台帳システムの導入マニュアルの改訂＜資料３-２、３-３＞ 

    （２）浄化槽の関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討に 

ついて 

保守点検記録等のデータの活用手法と活用の提案について＜資料４-１＞ 

遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討状況について＜資料４-２＞ 

３．次回開催の日程について 

 

＜配布資料＞ 

資料１   第２回令和２年度浄化槽リノベーション検討会議事録（案） 

資料２-１ WG・検討会での主要コメントとその対応について 

資料２-２ マニュアル改訂案たたき台（震災編） 

資料２-３ マニュアル改訂案たたき台（水害編） 

資料２-４ 状況確認用チェックシート（改訂案） 

資料２-５ 災害時の浄化槽被害等対策マニュアル改訂案 目次（案） 

資料２-６ GIS を活用した災害推計の手引き（追加案） 

資料３-１  浄化槽台帳システムの作成状況（第３回） 

資料３-２ 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル改訂案 

資料３-３ 各行政目的を達成するために行政担当者が実施する作業 

資料４-１ 保守点検記録等のデータの活用手法と活用の提案 

資料４-２ 遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討状況 
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7-6 第４回検討会の議事次第 

 第４回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 

 

＜議事次第＞ 

Ⅰ．環境省挨拶 

Ⅱ．議 事 

１．第３回検討会議事録（案）について ＜資料１＞ 

２．業務の実施状況について 

（１）災害対策マニュアル改訂案に対する第３回検討会及び検討会後の 

主要コメントとその対応について＜資料２-１＞ 

災害対策マニュアル改訂案 １．はじめにについて＜資料２－２＞ 

災害対策マニュアル改訂案 目次について＜資料２-３＞ 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討について 

浄化槽台帳システムの作成状況について＜資料３-１、参考資料１、参考資料２＞ 

浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂内容について＜資料３-２＞ 

浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル 第３版（案）について＜資料３-３＞ 

    （３）浄化槽の関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討に 

ついて 

浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

＜資料４-１＞ 

浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討について 

＜資料４-２＞ 

Ⅲ．(公財)日本環境整備教育センター理事長挨拶 

 

＜配布資料＞ 

資料１第３回検討会議事録（案） 

（１）災害対策等に有効な情報の活用に関する検討 

資料２-１ 災害対策マニュアル改訂案に対する第３回検討会及び検討会後の 

主要コメントとその対応について 

資料２-２ 災害対策マニュアル改訂案 １．はじめに 

資料２-３ 災害対策マニュアル改訂案 目次 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

資料３-１ 浄化槽台帳システムの作成状況 

資料３-２ 「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル」の改訂内容 

資料３-３ 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル 第３版（案） 

参考資料１ 環境省版浄化槽台帳システムの概要 







74 

 

(3) 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂に関する検討 

「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル（第 2 版）」をもとに、令和元年度の浄化槽

法改正に伴い浄化槽台帳に関する規定が制定されたこと、本業務における環境省版浄化槽

台帳システムの作成を踏まえてマニュアルを改訂したことを追記した。また、浄化槽台帳

を用いた管理の高度化の手法として「届出情報」、「法定検査結果」、「保守点検及び清掃の

実施状況」を関連付けして一元管理することを想定し、各情報の突合及び精査方法の例を

追加した。また、文言の修正や参照 URL の情報の更新等を行った。 

 

8-3 浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

(1) 浄化槽の維持管理に資する保守点検記録等の活用手法に関する検討 

維持管理作業による浄化槽の処理機能の改善効果、保守点検等の状況の確認に求められ

る情報項目について調査し、浄化槽管理の高度化及び効率化をはかるためのデータ解析手

法をについて実際の合併処理浄化槽に関するデータを用いて検討を行い、データの見える

化を行うことにより保守点検の高度化及び効率化に資する事例(12事例)を取りまとめた。 

 

(2) 浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討 

 IoT 等の遠隔監視技術を活用した浄化槽について情報収集をするとともに、維持管理の効

率化について検討を行った。また、画像監視技術や水質の常時モニタリング等の技術の応

用について検討し、中大型浄化槽において遠隔監視を行うことにより保守点検頻度の緩和

により、維持管理の高度化・効率化を可能とするための条件について検討し、実用化でき

る浄化槽の構造的な条件および搭載される遠隔監視システムの条件等をとりまとめた。

8-3(1)、(2)の内容に関する検討は、学識経験者及び関係団体を委員とする WG を設けて実

施した。 

 




















































































































